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Ⅰ 公正取引委員会の動き 

令和５年７月～９月の公正取引委員会の主な報道発表について紹介します。 

独占禁止法 

排除措置命令・確約計画の認定・警告等 

➢ オーケー株式会社による納入業者に対する競合店対抗値下げ補填の要請への

対応について(令和 5年 8月 10日) 

➢ 高知県が発注する地質調査業務の入札参加業者に対する排除措置命令及び

課徴金納付命令について(令和 5年 9月 28日) 

実態調査 

➢ 高速道路における電気自動車（EV）充電サービスに関する実態調査について

(令和 5年 7月 13日) 

☛ Pick Up  

2050 年カーボンニュートラルの実現を後押しすることを目的として、EV 充電サービスを

対象とする実態調査を行いました。高速道路に現在設置されている EV 充電器の約

98.7％は特定の事業者によって設置されており、今後、新規設置や入替えに当たっ

て、EV 充電器設置者の新規参入を促進することにより、EV 充電サービスの競争が活

発化することが望まれます。 

➢ ニュースコンテンツ配信分野に関する実態調査報告書について(令和５年9月21

日) 

☛ Pick Up  

ニュース配信サービスを運営するヤフー等の IT 大手に対し、メディアに支払うニュース記

事使用料が一方的に著しく低い許諾料を設定している場合は、独占禁止法で禁止さ

れている優越的地位の濫用に当たる可能性があると指摘しました。その後、ヤフーは報

告書を受け、メディアとの契約内容の見直しを検討していく方針を明らかにしています。 

ガイドライン 

➢ 「電気通信事業分野における競争の促進に関する指針」の改定について(令和 5

年 9月 7日) 

https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2023/aug/20230810dai2.html
https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2023/aug/20230810dai2.html
https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2023/sep/230928_jiken.html
https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2023/sep/230928_jiken.html
https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2023/jul/230713.html
https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2023/jul/230713.html
https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2023/sep/230921newcontent.html
https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2023/sep/230921newcontent.html
https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2023/sep/230907denkitsushin.html
https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2023/sep/230907denkitsushin.html
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企業結合 

➢ なし 

その他 

➢ 公正取引委員会における令和 5 年度の政策評価結果の公表について(令和 5

年 9月 7日) 

下請法 

➢ 法遵守状況の自主点検の要請（フォローアップの開始）について(令和5年9月

20日) 

景品表示法 

➢ 沖縄特産販売株式会社に対する景品表示法に基づく課徴金納付命令について

(令和 5年 7月 26日) 

➢ 北海道電力株式会社に対する景品表示法に基づく措置命令について(令和 5

年 7月 28日) 

➢ 中国電力株式会社に対する景品表示法に基づく措置命令について(令和5年8

月 30日) 

  

https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2023/sep/230907_r5seisakuhyouka.html
https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2023/sep/230907_r5seisakuhyouka.html
https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2023/sep/230920_jisyutenkenfollowup.html
https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2023/sep/230920_jisyutenkenfollowup.html
https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2023/jul/230726okinawa.html
https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2023/jul/230726okinawa.html
https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2023/jul/20230728.html
https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2023/jul/20230728.html
https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2023/aug/230830_chugoku_keihyou.html
https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2023/aug/230830_chugoku_keihyou.html
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Ⅱ 中部事務所の動き 

 

令和５年７月～９月の中部事務所の会議・説明会等の実施状況について紹介しま

す。 

 

７月 

５日 椙山女学園大学における消費生活講座（名古屋市） 

６日 静岡県立大学における独占禁止法教室（静岡市） 

６日 富山県射水市における官製談合防止法研修会（オンライン） 

11 日 静岡県商工会議所連合会における経営指導員研修会（静岡市） 

12 日 石川県における独占禁止法研修会（オンライン） 

12 日 石川県における官製談合防止法研修会（オンライン） 

13 日 静岡大学における官製談合防止法研修会（オンライン） 

14 日 静岡県立大学における独占禁止法教室（静岡市） 

14 日 令和５年度東海・北陸地域における食品表示関係機関連絡会（名古屋市） 

15 日 

 

公益社団法人日本消費生活アドバイザー・コンサルタント・相談員協会 中部支部

三重分科会における消費者セミナー（津市） 

18 日 愛知県半田市における官製談合防止法研修会（オンライン） 

19 日 航空自衛隊小松基地における官製談合防止法研修会（石川県小松市） 

20 日 愛知学院大学における独占禁止法教室（名古屋市） 

20 日 愛知県半田市における官製談合防止法研修会（オンライン） 

25 日 愛知県半田市における官製談合防止法研修会（オンライン） 

25 日 富山県商工会連合会における経営指導員研修会（富山市） 

28 日 岐阜県養老町における官製談合防止法研修会（オンライン） 

31 日 名古屋商工会議所における経営指導員研修会（収録動画配信） 

 

８月 

２日 中部産業連盟における下請法に係る講習会（名古屋市） 

４日 静岡県立大学における独占禁止法教室（静岡市） 

４日 地方公共団体出資法人に対する官製談合防止法説明会（オンライン） 

８日 三重県における官製談合防止法研修会（オンライン） 

17 日 静岡県商工会議所連合会における経営指導員研修会（オンライン） 

18 日 名古屋港管理組合における官製談合防止法研修会（名古屋市） 

21 日 浜松市における官製談合防止法研修会（オンライン） 

22 日 岐阜市上下水道事業部における官製談合防止法研修会（オンライン） 
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22 日 愛知県安城市における独占禁止法研修会（オンライン） 

30 日 富山県商工会連合会における経営指導員研修会（富山市） 

 

９月 

６日 静岡市における官製談合防止法研修会（静岡市） 

６日 一般社団法人石川県トラック協会における物流特殊指定の概要等に関する講演

（金沢市） 

７日 愛知県春日井市における官製談合防止法研修会（愛知県春日井市） 

７日 静岡県産業振興財団における下請法に係る講習会（静岡市） 

11 日 愛知県農業協同組合中央会における独占禁止法研修会（名古屋市） 

12 日 東海税理士会との懇談会（名古屋市） 

13 日 三重県中小企業家同友会との懇談会（三重県四日市市） 

13 日 中部事務所管内に所在する事業者等に対する独占禁止法及びグリーンガイドライン

説明会（オンライン） 

13 日 中部地方整備局における官製談合防止法法研修会（収録動画配信） 

15 日 静岡大学における独占禁止法教室（静岡市） 

22 日 愛知大学における独占禁止法教室（名古屋市） 

26 日 日本福祉大学における独占禁止法教室（愛知県東海市） 

26 日 北陸地方整備局金沢港湾・空港整備事務所における官製談合防止法研修会

（オンライン） 

27 日 岐阜県川辺町における官製談合防止法研修会（オンライン） 

28 日 岐阜県川辺町における官製談合防止法研修会（オンライン） 

 

【COLUMN】EV の風が我が家にも？ 

最近、街中で電気自動車（EV）を目にすることが増えています。また、知り合いが EV

を購入したこともあり、身近な存在になってきているなとも感じています。EV を購入するとな

ると私にとって一番気になるのは、やはり、充電です。バッテリー残量を気にしながらのドライブ

は避けたいもの。ちなみに、バッテリー残量がなくなって走行できなくなることをガス欠ならぬ

「電欠」というようです。 

EV の充電といえば、公正取引委員会においても、「高速道路における電気自動車

(EV)充電サービス関する実態調査報告書」（令和５年７月）を公表しています。報告

書によると、高速道路内（SA・PA）では、充電器のなんと 98.7％（！）が「単一」の事

業者によって提供されているようです。その一方で、高速道路外では「複数」の事業者によっ

て充電器が設置され、サービスを提供しています。 
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利用者が高速道路から一旦外に出て充電することができれば、選択肢が広がりますよ

ね。それだけではありません。「高速道路外の充電」が「高速道路内の充電」と互いに競いあ

い、切磋琢磨することで、我々利用者にとって、料金の低下や新たなサービスを生み出すか

もしれません。このようなダイナミックな動きのきっかけとなる「競いあい」を我々の業界では、

「競争圧力」と呼んでいます。少し、一般化しすぎかもしれませんが、私たちが目指す競争政

策の要の一つは、この「競争圧力」をいかに生み出していくかということと私は考えています。 

話を戻しますが、高速道路から外にでて充電することに関しては、実は、具体化に向けた

取り組みも進められているようです。国土交通省を中心に、高速道路から一次退出して道

の駅で充電するという社会実験も行われ、一時退出を認めるための要件や方法について検

討されているようです。 

EV の普及には充電インフラの整備が不可欠だと思います。EV充電のサービスや料金な

どの競争が活発になれば、「EV を買おう！」という自動車ユーザーが増えるかもしれません

ね。我々が担っている競争政策の面からも、お役に立つよう、頑張りたいと思います。 

ところで、ＥＶについては、充電のほか価格も大いに気になるところではあります。育ち盛り

の子を抱える我が家は（ガス欠でも電欠でもなく）金欠のため、EV購入についてのコンセ

ンサスが得られているとは言い難い状況です。我が家に EV の風が吹くのはまだまだ先のこと

かもしれません。 

※ 本稿中、意見にわたる部分は筆者の個人的な見解です。 

【発 行】 

公正取引委員会事務総局 中部事務所（編集担当：総務課） 
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名古屋市中区三の丸２－５－１ 名古屋合同庁舎第２号館 

「公取中部だより」の配信登録、解除、配信アドレスの変更は以下からお願いします。 

chubu-soumu@jftc.go.jp 


